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平成２２年度国土交通省税制改正要望 主要項目 結果概要

Ⅰ 豊かな暮らしの実現

１．眠れる金融資産を活用した住宅取得の促進

住宅取得等資金に係る贈与税非課税枠の拡大

２．住まいの質の向上

（１）長期優良住宅普及促進税制の延長

（２）新築住宅に係る固定資産税の減額措置の延長

（３）特定の居住用財産の買換え等の場合の長期譲渡所得の課税の特例措置の延長

３．バリアフリー化の推進

（１）交通バリアフリー化促進税制の延長

（２）住宅に係るバリアフリー改修促進税制の延長

Ⅱ 我が国の活力・成長力の強化

１．成長力・国際競争力の強化

（１）スーパー中枢港湾の外貿埠頭公社及び指定会社等（公社の民営化会社）に係

る特例措置の延長及び創設

（２）関西国際空港株式会社に係る登記についての特例措置の延長

（３）成田国際空港株式会社の固定資産に係る特例措置の延長

（４）国際船舶の所有権保存登記等に係る登録免許税の軽減措置の延長

２．地域の自立・活性化

（１）地方航空路線維持のための航空機に係る特例措置の延長及び拡充

（２）住宅以外の家屋に係る特例措置の延長

（３）中小企業投資促進税制の延長

（４）運輸事業振興助成交付金制度の継続

（５）Ｊリート及びＳＰＣに係る登録免許税の特例措置の延長

Ⅲ 低炭素社会の構築

省エネ・グリーン化の推進

（１）自動車グリーン税制の延長及び拡充

（２）住宅に係る省エネ改修促進税制の延長

（３）鉄道貨物輸送の効率化のための設備等に係る特例措置の延長

Ⅳ 国民の安全・安心の確保

１．地震対策の推進

鉄道駅の耐震補強工事に係る特例措置の延長

２．水害・土砂災害対策の推進

（１）雨水貯留浸透施設に係る特例措置の延長

（２）高規格堤防整備に伴う建替家屋に係る特例措置の延長
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Ⅰ 豊かな暮らしの実現
１ 眠れる金融資産を活用した住宅取得の促進

住宅取得等資金に係る贈与税非課税枠の拡大（贈与税）

厳しい経済情勢の下、住宅着工戸数が低水準で推移する状況を踏まえ、高齢者
の保有する眠れる金融資産を活用し、若年世代等の住宅取得を支援するため、住
宅取得等資金に充てるための贈与税について、以下の措置を講じる。

・直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税非課税措置について、
非課税枠を平成22年に1,500万円、平成23年に1,000万円に拡大する。

・住宅取得等資金の贈与に係る相続時精算課税制度の一般枠2,500万円について、
65歳未満の親からの贈与も対象とする特例措置を２年延長する。

【現行の制度と拡充後の制度】

＜政策の目標＞
子育て世帯における誘導居住面積水準達成率

42％（Ｈ15）→ 50％（Ｈ22）[全国]
37％（Ｈ15）→ 50％（Ｈ27）[大都市圏]

精算課税
（一般枠）
2,500万円
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（一般枠）
2,500万円

4,000万円
受贈者所得制限
（2,000万円）

平成22年

精算課税
（一般枠）
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3,500万円
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（2,000万円）

平成23年
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1,500万円 非課税枠
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年
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22

年
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23
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２ 住まいの質の向上

（１）長期優良住宅普及促進税制の延長（登録免許税、不動産取得税、固定資
産税）

質の高い住宅の供給及びその長期使用により、国民の多様な住宅ニーズを満た
す良質な住宅ストックを形成して豊かな住生活の実現を図るため、長期優良住宅
の普及促進を目的とした以下の特例措置を２年延長する。

○登録免許税：税率を一般住宅特例より引下げ
・所有権保存登記： 0.1％ （一般住宅特例：0.15％、本則：0.4％）
・所有権移転登記： 0.1％ （一般住宅特例： 0.3％、本則：2.0％）

○不動産取得税：課税標準からの控除額を一般住宅特例より増額
・１３００万円控除 （一般住宅特例：１２００万円控除）

○固定資産税：新築住宅に係る減額措置の適用期間を一般住宅より延長
・戸 建 て：５年間１／２減額（一般住宅特例：３年間１／２減額）
・マンション：７年間１／２減額（一般住宅特例：５年間１／２減額）

＜政策の目標＞
滅失住宅の平均築後年数 約30年（Ｈ15）→ 約40年（Ｈ27）

（２）新築住宅に係る固定資産税の減額措置の延長（固定資産税）

住宅取得者の初期負担の軽減を通じて、良質な住宅ストックの形成と居住水準
の向上を図るため、新築住宅に係る固定資産税の減額措置について、適用期限を
２年延長する。併せて、今後１年間で優良な住宅ストック重視の観点から見直し
を検討していく。

○固定資産税：120㎡相当部分につき、３年間（マンションは５年間）１／２減額

＜政策の目標＞
住宅の耐震化率

75％（Ｈ15）→ 90％（Ｈ22）
子育て世帯における誘導居住面積水準達成率

42％（Ｈ15）→ 50％（Ｈ22）[全国]
37％（Ｈ15）→ 50％（Ｈ27）[大都市圏]

本特例の適用件数の推移
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（３）特定の居住用財産の買換え等の場合の長期譲渡所得の課税の特例措置の
延長（所得税、個人住民税）

多様なライフステージに応じた円滑な住替えを支援し、居住水準の向上、良質
な住宅ストックの形成を図るため、特定の居住用財産の買換え等の場合の長期譲
渡所得の課税の特例について、譲渡資産の譲渡に係る対価の額が２億円以下であ
ることの要件を追加した上、その適用期限を２年延長する。

＜政策の目標＞
子育て世帯における誘導居住面積水準達成率

42％（Ｈ15）→ 50％（Ｈ22）[全国]
37％（Ｈ15）→ 50％（Ｈ27）[大都市圏]

一定のバリアフリー化率 29％（Ｈ15）→ 75％（Ｈ27）
高度のバリアフリー化率 6.7％（Ｈ15）→ 25％（Ｈ27）

※一定のバリアフリー化：２箇所以上の手すり設置又は屋内の段差解消に該当

高度のバリアフリー化：２箇所以上の手すり設置、屋内の段差解消及び車椅子で通行可能な廊下幅のいずれにも該当
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３ バリアフリー化の推進

（１）交通バリアフリー化促進税制の延長

１．交通バリアフリー設備の特別償却制度の延長（所得税、法人税）
高齢者・障害者等が安全かつ容易に利用できるようにするための駅（停留場

を含む）のバリアフリー化工事や低床型路面電車・バス・航空機（車両等）の
導入を促進するため、バリアフリー設備（駅に設置されるエレベーター）やバ
リアフリー設備（乗降用リフト、乗降用スロープ、可動式ひじ掛け等）を有す
る車両等に係る特別償却制度の適用期限を１年延長する。

○所得税・法人税：
・既設の駅に設置されたエレベーター 特別償却15％
・低床型路面電車、ノンステップバス、リフト付バス、

バリアフリー対応型航空機 特別償却20％

・駅(エレベーター) ・低床型路面電車

・ノンステップバス ・リフト付バス

・バリアフリー対応型航空機（可動式ひじ掛け、障害者用トイレ）
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２．駅のバリアフリー化のための改良工事により取得した施設に係る特例措置の
延長（不動産取得税、固定資産税、都市計画税）

高齢者・障害者等が鉄道駅を安全かつ容易に利用できるようにするため、鉄
軌道事業者等が駅のバリアフリー化のための改良工事により家屋及び償却資産
を取得した場合の特例措置の適用期限を１年延長する。

○不動産取得税：課税標準 １／６控除
○固定資産税・都市計画税：課税標準 ５年間２／３

３．低床型路面電車に係る特例措置の延長（固定資産税）
高齢者・障害者等が路面電車を安全かつ容易に利用できるようにするため、

鉄軌道事業者が低床型路面電車を取得した場合の固定資産税の特例措置の適用
期限を１年延長する。

○固定資産税：課税標準 ５年間１／４

＜政策の目標＞
段差解消をした旅客施設の割合：67.5％（H19年度）→ 100％（H22年度）
低床バス車両・ノンステップバス車両の導入割合

：37.5％・20.3％（H19年度）→ 65％・30％（H22年度）
バリアフリー化された鉄軌道車両、航空機の割合

：26.5％・59.9％（H19年度）→ 50％・65％(H22年度) 等

エレベーター

エレベーター

エレベーター

○エレベーターの整備

○これに伴う停車場建物の改築・増築 等
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（２）住宅に係るバリアフリー改修促進税制の延長（固定資産税）

住生活基本法の基本理念を踏まえ、高齢者等が安心して快適に自立した生活を
送ることのできる環境の整備を促進し、高齢者等の居住の安定の早期確保を図る
ため、一定の者※が居住する家屋のバリアフリー改修工事を行った場合の特例措
置について、適用期限を３年延長する。併せて、今後１年間で優良な住宅ストッ
ク重視の観点から見直しを検討していく。

※ α)65歳以上の者、β)要介護又は要支援の認定を受けている者又はγ)障害者

○固定資産税：100㎡相当部分につき、翌年度分１／３減額

【主なバリアフリー改修工事】

【高齢者の居住する住宅におけるバリアフリー化実施率】

出典：総務省『住宅・土地統計調査(平成15年)』

＜政策の目標＞
一定のバリアフリー化率 29％（Ｈ15）→ 75％（Ｈ27）
高度のバリアフリー化率 6.7％（Ｈ15）→ 25％（Ｈ27）

※一定のバリアフリー化：２箇所以上の手すり設置又は屋内の段差解消に該当

高度のバリアフリー化：２箇所以上の手すり設置、屋内の段差解消及び車椅子で通行可能な廊下幅のいずれにも該当

浴室改良

・浴槽のまたぎ幅を小さく

し、安全を確保します。

・入浴介助できるスペース

を確保します。

階段の勾配の緩和

安全に上り下りでき

るよう階段の改修を
行います。

屋内の段差の解消

安全に移動できる

よう手すりを取り

付けます。

手すりの設置

転倒事故等を防ぐため、

屋内の段差を解消します。

便所改良 ・洋式便器に取り替え、腰

や膝等の負担を軽減します。

・介助できるスペースを確

保します。

全体 持家 借家 高齢居住

住
戸
内
（専
用
部
分
）

Ａ手すり（２ヶ所以上） １５．３％ ２１．５％ ５．９％ ２３．９％

Ｂ段差のない屋内 １３．１％ １７．０％ ７．２％ １３．２％

Ｃ廊下幅が車椅子通行可 １２．６％ １７．２％ ５．７％ １６．７％

ＡＢＣいずれかに対応 ２５．５％ ３４．５％ １１．９％ ３４．３％

Ａ又はＢに対応（一定対応） ２１．６％ ２９．３％ １０．０％ ２８．９％

ＡＢＣ全て対応（３点セット） ５．４％ ７．３％ ２．６％ ６．７％
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Ⅱ 我が国の活力・成長力の強化
１ 成長力・国際競争力の強化

（１）スーパー中枢港湾の外貿埠頭公社及び指定会社等（公社の民営化会社）
に係る特例措置の延長及び創設（固定資産税、都市計画税）

スーパー中枢港湾において外貿埠頭公社の民営化を促進するために、外貿埠頭
公社が取得し又は所有する一定のコンテナ埠頭に係る特例措置の適用期限を３年
延長するとともに、特定外貿埠頭の管理運営に関する法律に規定する指定会社等
が国の補助又は無利子貸付けを受けて取得した一定のコンテナ埠頭に係る特例措
置を創設する。

【外貿埠頭公社が所有する一定のコンテナ埠頭】
○固定資産税・都市計画税

取得時期 課税標準 課税標準
（平成22、23年度） （平成24年度）

旧公団から承継 ３／５に軽減 ４／５に軽減

～平成10年３月31日 １／２に軽減 ２／３に軽減

【指定会社等が国の補助金の交付又は無利子貸付けを受けて平成24年３月31日
までに取得する一定のコンテナ埠頭】
○固定資産税・都市計画税：課税標準 １／２に軽減（取得後10年間）

＜政策の目標＞
国際海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率：H19年度比５％減（H24年度）
港湾コスト：約３割低減（H14年度比）、リードタイム：１日程度への短縮
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（２）関西国際空港株式会社に係る登記についての特例措置の延長（登録免許
税）

関西国際空港の整備を円滑に行い、我が国の国際競争力の確保を図るため、関
西国際空港株式会社（以下「関空会社」という。）及び関西国際空港用地造成株
式会社（以下「用地造成会社」という。）の登記に対する登録免許税の免税措置
を軽減措置としたうえ、その適用期限を１年延長する。

【資本の増加に係る商業登記】
・関空会社が行う資本の増加（政府出資分のみ）に係る登記

1000分の1（本則1000分の7）
【土地に係る不動産登記】

・関空会社が行う基本施設（誘導路・エプロン等）の用に供する土地について
の所有権の移転又は地上権若しくは賃借権の設定に係る登記

所有権移転登記：1000分の3（本則1000分の20）
地上権・賃借権設定登記：1000分の1.5（本則1000分の10）

・用地造成会社が行う基本施設（誘導路・エプロン等）の用に供する土地につ
いての所有権の保存登記

1000分の0.5（本則1000分の4）

（３）成田国際空港株式会社の固定資産に係る特例措置の延長（固定資産税・
都市計画税）

成田国際空港については、国際競争力の強化を図る観点から、空港容量拡大に
必要な設備投資を確実に実施し、発着回数３０万回に向けた取り組みを推進する
ため、成田国際空港株式会社が所有する業務用固定資産に係る課税標準の特例措
置を４分の３（現行の３分の２）としたうえ、その適用期限を２年延長する。

○固定資産税・都市計画税：課税標準 ４分の３

（４）国際船舶の所有権保存登記等に係る特例措置の延長（登録免許税）

我が国の市場経済、貿易活動、国民生活を支える基盤である外航海運において、
競争力ある形で安定的に国際海上輸送の維持・確保を図る観点から、その中核と
なるべき日本籍船のうち、特に技術革新等に対応した質の高い船舶である国際船
舶の安定的な確保を図るため、国際船舶の所有権保存登記等に係る特例措置を
1000分の3（現行1000分の2.5）としたうえ、その適用期限を２年延長する。

○登録免許税
所有権保存登記、抵当権設定登記：1000分の3（本則1000分の4）

＜政策の目標＞
国際船舶の隻数：95隻（H20年度）→ 約150隻（H23年度）
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２ 地域の自立・活性化

（１）国内線に就航する航空機に係る特例措置の延長及び拡充（固定資産税）

国内線における競争の激化や航空需要が減退している中、安定的な航空輸送サ
ービスの提供及び地方航空ネットワークの維持を図るため、国内線航空機に係る
軽減措置を拡充のうえ、その適用期限を２年延長する。

○課税標準の特例措置の拡充
200トン以上の航空機：最初の３年間２／３に軽減
（現行130トン）
200トン未満の航空機：最初の５年間２／５に軽減
（現行130トン） （現行１／２）

※地方路線就航時間割合が２／３以上のものに適用（割合が２／３未満の
ものは最初の３年間２／３に軽減）

○適用期限を平成24年３月31日まで２年延長
＜政策の目標＞

地方路線数の維持率（対前年度比）：94％（H20年度）→ 100％（H23年度）

○ 国内路線における競争の激化
○ 欧米・アジア企業との国際的な競争の激化
○ 世界的な景気後退に伴う航空需要の減退

航空会社を巡る経営環境の変化

○ 国内路線における競争の激化
○ 欧米・アジア企業との国際的な競争の激化
○ 世界的な景気後退に伴う航空需要の減退

航空会社を巡る経営環境の変化

安定的な航空輸送サービス･地方航空ネットワークの維持には、機材の維持
に伴って発生するコストの軽減措置の拡充（対象機材、軽減期間等）が必要

0 50000 100000 150000

民鉄

バス

航空

旅客船

交通モード別輸送実績（Ｈ１９）

出典：交通関連統計資料集

単位：百万人キロ

航空輸送は地域活性化を支える基盤として定着
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航空輸送は地域活性化を支える基盤として定着

地方路線数の推移
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路線維持のための支援が必要

○ 地方路線は需要規模が小さく採算性が低い
○ 近年、地方路線からの撤退が顕在化

地方路線数の推移
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300

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

路線維持のための支援が必要

○ 地方路線は需要規模が小さく採算性が低い
○ 近年、地方路線からの撤退が顕在化

○地方路線では需要に見合った機材が必要
○中型機（２００～１３０ｔ）は飛行時間の約２／３

が地方路線で、地方路線維持に不可欠
○低需要路線ではﾘｰｼﾞｮﾅﾙ機（５０ｔ未満）の導入

が有効
○さらに羽田空港再拡張で発着回数が増加

３０．３万回 → ４０．７万回

需要に見合った機材の導入促進

中・小型機の導入促進の強化が必要

○機材の維持に伴って発生するコストを軽減する
特例措置により、新規機材導入のインセンティ
ブを付与することが効果的
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（２）住宅以外の家屋に係る特例措置の延長（不動産取得税）

都市再生特別措置法に規定する都市再生緊急整備地域及び都市再生整備計画
の区域並びに中心市街地の活性化に関する法律に規定する中心市街地の区域に
おいて取得する一定の新築家屋（住宅の用に供するものを除く。）に係る不動産
取得税の課税標準の特例措置（当該家屋の価格の10分の１に相当する額を価格
から控除）について、対象地域から認定中心市街地を、対象用途から料理店・
遊技場・公衆浴場を除外したうえ２年延長する。

＜政策の目標＞
都市機能更新率 36.9％（Ｈ20年度）→ 41％（Ｈ25年度）※

※再開発を促進すべき一定の地区における４階建て以上の建築物の宅地面積の割合

（３）中小企業投資促進税制の延長（所得税、法人税、法人住民税）

中小企業者の設備投資を促進するため、中小企業者がトラック（車両総重量
3.5ｔ以上）、内航貨物船（所得価額の75％が対象）、機械等を取得した場合の特
別償却制度又は税額控除制度の適用期限を２年延長する。

○所得税・法人税：特別償却30％又は税額控除７％
（対象設備：トラック、内航貨物船、機械装置、器具備品、ソフトウェア）

トラック車両、内航貨物船等の導入・代替の促進

○ 昨年は燃油価格の高騰によるコスト増、最近は景気悪化による荷動きの減少等
により、トラック事業、内航海運業等の経営は極めて厳しい状況。

○ 貨物車両の平均使用年数は増加傾向、内航貨物船は老朽化が進行
・トラックの平均使用年数
〈 １０．９２（平成１４年） →  １１．４７（平成１８年） →  １１．７２（平成２０年） 〉

・内航貨物船の老朽化率（船齢１４年以上）

〈 ４８％（平成１４年） →      ６１％（平成１８年） →      ６９％（平成２０年） 〉

・ 幅広い関連業界への経済波及効果を通じて中小企業の景気回復に寄与

・ トラックの代替促進により、環境負荷の軽減等に寄与

・ 老朽船の代替建造を通じ内航海運の効率化、環境負荷低減等に寄与
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（４）運輸事業振興助成交付金制度の継続（軽油引取税）

【運輸事業振興助成交付金制度】
昭和５１年度税制改正により軽油引取税の税率が引き上げられた際、課税技術

上営業用と自家用の格差の設定が困難であったことから、営業用トラック・バス
の輸送力の確保、輸送コストの上昇の抑制等を図るため、所定額を都道府県から
都道府県トラック協会・バス協会等に交付し、国が地方交付税による財源措置を
講ずることとした制度。

【結 果】
軽油引取税に係る運輸事業振興助成交付金の仕組みは、従来通り継続する。

（５）Ｊリート及びＳＰＣに係る登録免許税の特例措置の延長（登録免許税）

不動産証券化を推進し、地域経済の活性化、優良な都市ストックの形成・維持
及び資産デフレの防止を図るため、Ｊリート・ＳＰＣが不動産を取得した場合等
の所有権の移転登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置について、適用対象
となる不動産から倉庫及びその敷地を除外するとともに、所有権の移転登記の軽
減税率（現行1000分の8）にあっては、次のとおり見直しを行った上、その適用
期限を３年（質権又は抵当権の移転登記にあっては１年）延長する。

○登録免許税の税率
平成22年4月1日から平成23年3月31日まで 1000分の8
平成23年4月1日から平成24年3月31日まで 1000分の11
平成24年4月1日から平成25年3月31日まで 1000分の13

＜政策の目標＞
不動産証券化実績総額 45兆円（H20年度）→ 66兆円（Ｈ23年度）※

※Ｈ９年度以降にJリートや特定目的会社等が証券化した不動産資産額の累計総額

適正化対策
（適正取引推進、過積載・過労運転防止）

★貨物自動車運送事業適正化対策

○ 年間巡回事業所数 ： 約３万２千箇所
その他パトロールを実施

環境対策（地球温暖化・大気汚染）

○ ＮＯｘ・ＰＭ法車両代替融資に係る
利子補給

○ 低公害車導入助成
○ 省エネ機器導入助成 (ＥＭＳ等)

安全対策（交通事故防止）

○ 運転者の交通安全教育研修
○ トラックステーション維持・管理
○ 事故対策機器導入助成

(ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰﾀﾞｰ等)

主 な 使 途

軽油引取税の実質的な営自格差を維持し、中小トラック事業者の適正化対策、安全対策、環境対策等を的確に推進するため、
トラック事業者のみならずドライバー等も強く要望している運輸事業振興助成交付金制度の継続が必要である。

要 望

21 22 23 24 年度

税率(%)

0.8
1.1 1.3

0.8
(現行)

2.0
(本則)
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Ⅲ 低炭素社会の構築
省エネ・グリーン化の推進

（１）自動車グリーン税制の延長及び拡充（自動車重量税、自動車税、自動車
取得税）

１．環境負荷の小さい自動車等に係る税率の特例措置の拡充及び延長(自動車税
のグリーン化)

【自動車税の軽課】
・☆☆☆☆車かつ燃費基準+25%達成を達成するガソリン乗用車等

････････････････自動車税を概ね50％軽課
・電気自動車(燃料電池自動車を含む)、一定の排出ガス性能(☆☆☆☆車

又は重量車☆車)を満たすＣＮＧ自動車、プラグインハイブリッド車
････････････････自動車税を概ね50％軽課

【自動車税の重課】
・車齢11年超のディーゼル車、車齢13年超のガソリン車又はLPG車
（ただし、低公害車、一般乗合バス等を除く）･･････自動車税を概ね10％重課

＜制度期間＞ ２年間（平成22～23年度）

<排出ガス性能>
○☆☆☆☆車：平成17年排出ガス基準値より、有害物質を75％以上低減させた低排出ガス車

○重量車☆車：平成17年排出ガス基準値より、ＮＯｘ又はＰＭを10％以上低減させた低排出ガス車

【低排出ガス車認定制度】

国土交通大臣が「低排出ガス車認定実施要領」に基づき、排出ガス

低減性能に関し評価を行った上で、認定を行う制度。平成17年排出ガ

ス基準からの有害物資の低減レベルに応じ、ステッカーを貼付。

<燃費性能>
○燃費基準＋25％達成車：平成22年度燃費基準より25％以上燃費性能の良い自動車

【自動車の燃費性能に関する公表制度】

国土交通大臣が「自動車の燃費性能の評価及び公表に関する実施要領」基づき、

省エネ法に基づく平成22年度燃費基準の達成レベル(燃費性能)を評価した上で、公

表する制度。この性能に応じ、ステッカーを貼付。

２．低燃費かつ低排出ガス車に係る課税標準の特例措置の延長

（対象）以下の基準を満たすものの新車購入時以外の場合

(燃費性能)
燃費基準+15%達成車 燃費基準+25%達成車

（排出ガス性能）
☆☆☆☆車 取得価格から15万円控除 取得価格から30万円控除

＜制度期間＞ ２年間（平成22～23年度）
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３．小型トラック等についてエコカー減税の対象への追加
（自動車重量税、自動車取得税）

（対象）車両総重量2.5tを超え3.5t以下のトラック・バス等のうち、以下の基準を
満たすもの

ポ ス ト 新 長 期 規 制 に ☆ ☆ ☆ ☆ 車 を 満 た す ☆ ☆ ☆ 車 を 満 た す

適 合 し た デ ィ ー ゼ ル 車 ガ ソ リ ン 車 ガ ソ リ ン 車

平成27年 <自動車重量税> 75%軽減 <自動車重量税> 5 0 %軽減

度燃費基 < 自 動 車 取 得 税 > < 自 動 車 取 得 税 > < 自 動 車 取 得 税 >

準達成車 ・新車購入時 75 %軽減 ・ 新 車 購 入 時 7 5 % 軽 減 ・ 新 車 購 入 時 5 0 % 軽 減

・新車購入時以外 1.0%軽減 ・新車購入時以外 30万円控除 ・新車購入時以外 15万円控除

＜制度期間＞ ２年間（平成22～23年度）
<排出ガス性能>
○☆☆☆車：平成17年排出ガス基準値より、有害物質を50％以上低減させた低排出ガス車

○ポスト新長期規制適合車：

平成21年10月以降に順次導入される世界最高水準の排出ガス規制(いわゆる「ポスト新長期規制」に適合

する自動車であり、NOx･PMとも現行規制適合車に比べ大幅に低減される環境性能に優れたディーゼル車)

<燃費性能>

○平成27年度燃費基準達成車：平成27年度を目標年度とする燃費基準を

満たす自動車

４．最新排出ガス規制適合ディーゼル車に係る税率の特例措置の延長

（対象）以下の基準を満たすものの新車購入時以外の場合
ディーゼル乗用車 車両総重量3.5t超の平成27年

(クリーンディーゼル乗用車) 度燃費基準を達成したディー
ゼルトラック・バス等

ポスト新長期 1.0％軽減
規 制 適 合 車 0.5％軽減 (但し、車両総重量3.5ｔを超え12t以下のもの

については平成22.9.30までは2.0％軽減)

＜制度期間＞ クリーンディーゼル乗用車：平成22年8月31日まで
車両総重量3.5tを超え12t以下のﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾄﾗｯｸ･ﾊﾞｽ等：平成23年8月31日まで
車両総重量12t超のディーゼルトラック・バス等 ：平成22年8月31日まで

＜政策目標＞
自動車単体対策としてのCO 削減量2

：1,528万ｔ(H19年度) → 2,470万ｔ～2,550万ｔ（H22年度）
自動車NOx･PM法に基づく対策地域内における大気環境基準の達成割合：

69.3%(H14年度 NO2)、24.7%(H14年度 SPM) → 概ね達成(H22年度）等



- 14 -

（２）住宅に係る省エネ改修促進税制の延長（固定資産税）

地球温暖化防止に向けてCO2排出量の削減を図るため、既存住宅の省エネ性能
の向上を推進する必要があることから、一定の省エネ改修工事を行った場合の特
例措置について、適用期限を３年延長する。併せて、今後１年間で優良な住宅ス
トック重視の観点から見直しを検討していく。

○固定資産税：120㎡相当部分につき、翌年度分１／３減額

＜対象となる省エネ改修工事＞
①窓の改修工事、又は①と合わせて行う②床の断熱工事、③天井の断熱工

事、④壁の断熱工事で、改修部位がいずれも現行の省エネ基準に新たに適合
することになるもの。

【主な省エネ改修工事】

窓の二重サッシ化 窓の複層ガラス化 床の断熱工事 壁の断熱工事

【エネルギー起源CO2の部門別排出状況】 【CO2排出量部門別構成比】

※2007年現在 全部門 15.2％増

家庭部門 41.7％増（1990年比） 出展：環境省報道発表資料

＜政策の目標＞
窓が断熱化された住宅ストックの比率 18％（Ｈ15）→ 40％（Ｈ27）
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（３）鉄道貨物輸送の効率化のための設備等に係る特例措置の延長
（固定資産税）

１．鉄道貨物輸送の効率化のために取得した機関車・コンテナ貨車に係る特例
措置の延長（固定資産税）

鉄道貨物輸送の効率化を図り、モーダルシフト施策を促進するため、
ＪＲ貨物が取得する大量牽引・高速走行が可能な機関車及び大量積載・高
速走行が可能なコンテナ貨車に係る特例措置について、課税標準を５分の３
（現行２分の１）としたうえ、その適用期限を２年延長する。

○固定資産税：課税標準 ５年間３／５
＜政策の目標＞

トラックから鉄道コンテナに転換することで増加する鉄道コンテナ輸送トン
キロ数：16億トンキロ（H20年度）→ 32億トンキロ（H22年度）

２．鉄道貨物輸送の効率化のために第三セクターから借り受ける鉄道施設に係
る特例措置の延長（固定資産税）

鉄道貨物輸送の効率化を図り、モーダルシフト施策を促進するため、コ
ンテナホーム等、第三セクターが整備し、ＪＲ貨物が借り受ける鉄道施設に
係る特例措置について、課税標準を２分の１（現行最初の５年間３分の１、
その後の５年間３分の２）としたうえ、その適用期限を２年延長する。

○固定資産税：課税標準 １０年間１／２
＜政策の目標＞

トラックから鉄道コンテナに転換することで増加する鉄道コンテナ輸送トン
キロ数：16億トンキロ（H20年度）→ 32億トンキロ（H22年度）

札幌貨物
ﾀｰﾐﾅﾙ駅

福岡貨物

ﾀｰﾐﾅﾙ駅

東京貨物

ﾀｰﾐﾅﾙ駅

北の大動脈：隅田川駅～札幌貨物ターミナル

西の大動脈：東京貨物ﾀｰﾐﾅﾙ駅～福岡貨物ﾀｰﾐﾅﾙ駅

〔西の大動脈〕

（北の大動脈の玄関口）

隅田川駅鉄道貨物輸送力増強事業
（平成２１年度～平成２４年度予定）

（国庫補助３０％）
効果：増加輸送力２２万㌧／年

（見込み）

〔北
の
大
動
脈
〕

隅田川駅

札幌貨物
ﾀｰﾐﾅﾙ駅

福岡貨物

ﾀｰﾐﾅﾙ駅

東京貨物

ﾀｰﾐﾅﾙ駅

北の大動脈：隅田川駅～札幌貨物ターミナル

西の大動脈：東京貨物ﾀｰﾐﾅﾙ駅～福岡貨物ﾀｰﾐﾅﾙ駅

〔西の大動脈〕

（北の大動脈の玄関口）

隅田川駅鉄道貨物輸送力増強事業
（平成２１年度～平成２４年度予定）

（国庫補助３０％）
効果：増加輸送力２２万㌧／年

（見込み）

〔北
の
大
動
脈
〕

隅田川駅

隅田川駅鉄道貨物輸送力増強事業

北九州・福岡間鉄道貨物輸送力増強事業

吹田信号場北九州貨物ターミナル～

東海道線鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成10年3月開業）

（無利子貸付等）

効果：増加輸送力 ７４万㌧／年

山陽線鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年3月開業）

（国庫補助 ３０％）

効果：増加輸送力 ３８万㌧／年

北九州・福岡間鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年度～22年度予定）

（国庫補助 ３０％）

効果：増加輸送力 １７万㌧／年
（見込み）

東京貨物ターミナル～

（544ｋｍ）

吹田信号場～

（574km)

北九州貨物ターミナル～
福岡貨物ターミナル
（67ｋｍ）

東海道線鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成10年3月開業）

（無利子貸付等）

効果：増加輸送力７４万㌧／年

山陽線鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年3月開業）

（国庫補助３０％）

効果：増加輸送力３８万㌧／年

北九州・福岡間鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年度～22年度予定）

（国庫補助３０％）

効果：増加輸送力 １７万㌧／年
（見込み）

コンテナ輸送力の増強事業

（１３００トン列車走行対応化）

東京～福岡間 ２４両→２６両

門司貨物拠点整備事業
（平成14年3月完成）
（国庫補助 ３０％）

福岡タ福岡タ
北九州タ北九州タ 広島タ広島タ

吹田信号場吹田信号場
名古屋タ名古屋タ 東京タ東京タ

吹田信号場北九州貨物ターミナル～

東海道線鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成10年3月開業）

（無利子貸付等）

効果：増加輸送力 ７４万㌧／年

山陽線鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年3月開業）

（国庫補助 ３０％）

効果：増加輸送力 ３８万㌧／年

北九州・福岡間鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年度～22年度予定）

（国庫補助 ３０％）

効果：増加輸送力 １７万㌧／年
（見込み）

東京貨物ターミナル～

（544ｋｍ）

吹田信号場～

（574km)

北九州貨物ターミナル～
福岡貨物ターミナル
（67ｋｍ）

東海道線鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成10年3月開業）

（無利子貸付等）

効果：増加輸送力７４万㌧／年

山陽線鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年3月開業）

（国庫補助３０％）

効果：増加輸送力３８万㌧／年

北九州・福岡間鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年度～22年度予定）

（国庫補助３０％）

効果：増加輸送力 １７万㌧／年
（見込み）

コンテナ輸送力の増強事業

（１３００トン列車走行対応化）

東京～福岡間 ２４両→２６両

門司貨物拠点整備事業
（平成14年3月完成）
（国庫補助 ３０％）

福岡タ福岡タ
北九州タ北九州タ 広島タ広島タ

吹田信号場吹田信号場
名古屋タ名古屋タ 東京タ東京タ
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Ⅳ 国民の安全・安心の確保
１ 地震対策等の推進

鉄道駅の耐震補強工事に係る特例措置の延長（固定資産税）

駅における耐震補強の整備を促進し、駅利用者の安全の向上を図るとともに、
発災時における駅の緊急応急活動拠点機能を確保するため、国の補助金を受けて
緊急に実施する駅の耐震補強工事に係る特例措置の適用期限を１年延長する。

○固定資産税：課税標準 ５年間２／３に軽減

＜政策の目標＞
主要な駅で耐震化が未実施である駅数：156駅(H20年度)→０駅(H22年度)

地 震 時 に 駅 が 果 た す 役 割

■応急対応の拠点■

〔帰宅困難者対応〕

〔駅前での応急対応〕

■緊急人員輸送の拠点■

〔交通結節点〕

〔復旧時の輸送〕

耐 震 補 強 工 事 の イ メ ー ジ
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２ 水害・土砂災害対策の推進

（１）特定都市河川流域における雨水貯留浸透施設に係る特例措置の延長（固
定資産税）

特定都市河川浸水被害対策法
に基づき、都道府県知事等の許
可を要する雨水浸透阻害行為に
伴い設置される一定の雨水貯留
浸透施設に係る固定資産税の課
税標準の特例措置について、課
税標準を価格の３分の２（現行
２分の１）としたうえ、その適
用期限を２年間延長する。 〈雨水貯留浸透施設の例〉

＜政策の目標＞
中枢・拠点機能を持つ地域で床上浸水の恐れがある戸数

約525万戸（Ｈ19年度）→ 約235万戸（Ｈ24年度）

（２）高規格堤防整備に伴う建替家屋に係る特例措置の延長（不動産取得税）

高規格堤防の整備に伴い家屋の移転補償金を受けた者が、高規格堤防特別区域

の公示日から２年以内に従前の土地の上に家屋を取得した場合に、不動産取得税

の課税標準から従前の家屋の価格を控除する特例措置を２年延長する。

＜政策の目標＞

洪水による氾濫から守られる区域の割合

61％（Ｈ20年度）→ 63％（Ｈ23年度）

事業に使用された土地に

代替家屋の取得（本移転）

工事のため一旦立ち退き

（仮移転）
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